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研究の概要 
海洋生物生産過程と関連を持つ地球規模環境変動に影響を与えるガス成分として、本研究
では、二酸化炭素、DMS（P）等を取り上げた。南極海季節海氷域において、これらガス
成分の動態と生物生産過程の関連を調べた。 

研 究 分 野：複合新領域 
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１．研究開始当初の背景 
 植物プランクトンが生成する硫化ジメチ
ルの前駆体（DMSP）は、引き続き起こる
生物過程を通じて硫化ジメチル（DMS）と
なり、大気中に放出されると雲核となり、
地球規模気候変化に影響を与えると考えら
れている。しかしながら、どのような生物
過程がどのガス成分の動態と関連している
かについては不明な点が多く、その重点的
な研究が必要であった。 
２．研究の目的 
 海洋生物生産過程と関連を持つ地球規模
環境変動に影響を与えるガス成分として、
本研究では、二酸化炭素、DMS（P）等を
取り上げ、それらの動態と生物生産過程の
関連を調べる。現場実験が可能な研究航海
は限りがあるので、初年度から 4 年度まで
の 4 年間は、可能な限り現場実験を集中的
に実施する。具体的には、植物プランクト
ン種の違いとガス成分の動態及び南極海で
卓越するナンキョクオキアミ、原索動物で
あるサルパ、更には微小動物プランクトン
の摂食過程の違いとガス成分の動態を明ら
かにする。 
３．研究の方法 
 本研究ではこれまで観測実績が極めて少
ない南極海季節海氷域において可能な限り
観測を実施する。特に、浮氷域・定着氷域
は、通常の海洋観測船では観測が出来ない
ため、日本南極地域観測隊の砕氷船による
行動と連携を取りながら観測を実施し、浮
氷域・定着氷域における温暖化ガス成分の
動態を調べる。

４．研究の主な成果 
 本研究における観測点の位置を下図に示す。 

 これらの観測を通して、以下の知見が得ら
れた。 
 
ａ．南極・昭和基地沖合は、南極海において
海氷面積が多い海域の一つである。海氷分布
に応じて変化すると考えられる植物プランク
トンや動物プランクトン分布が DMS および
DMSP 分布に与える影響を評価した結果、海
洋表層の DMS 濃度は、氷縁域においてもっ
とも高く、最大で 11 nmol•l-1 であった。氷
縁域では、大気中の微小粒子数濃度が増大し
ており、海水中の高 DMS 濃度が、その大き
な要因と考えられた。さらに、これまで東経
140 度線に沿って行われた時系列観測結果と
比較を行ったところ、同じ氷縁域であっても、
リュツォ・ホルム湾沖と東経 140 度の沿岸域
では優占する植物プランクトン種が異なり，
その後の食物連鎖に引き続く動物プランクト
ンやバクテリアの分布が異なるため、DMS
の分布にも差が生じる可能性が新たに明らか
となった。 
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〔４．研究の主な成果（続き）〕 
ｂ．時系列観測から得られたデータを基に、
フランスのグループと共同で、大気中DMS
分布を決定する要因について解析した。
1999 年以降の大気中 DMS 濃度、大気中
MSA（メタンスルホン酸）濃度の時空間変
化のタイミングは海水中 DMS 濃度の時空
間変化のタイミングとほぼ一致すること、
海水中 DMS 濃度の時空間変動が植物プラ
ンクトンの生物量変動および海氷の張り出
し面積の変動に起因することが示唆された。 
 
ｃ．平成 18 年度の「しらせ」の航海では、
初めて浮氷域・定着氷域の観測を実施した。
その結果、12 月中旬から 1 月下旬までの間
の時系列的な海水中 DMS 濃度データおよ
び植物プランクトン顕微鏡観察用試料を得
た。海水中 DMS 濃度は、春よりも秋口に
かけて増加し、植物プランクトン生物量も
同じように光量が少なくなる観測期間後半
に増加した。植物プランクトンは、定着氷
下であっても夏期には強い紫外線の影響で
十分に増殖せず、DMS の前駆体である
DMSP を増加しないため、夏期の定着氷下
の DMS 濃度が増加していなかった可能性
も示唆された。秋期の海水中 DMS 濃度を
比較すると、浮氷域、定着氷域、外洋域の
順に濃度が高かった。また、第 48 次日本
南極地域観測隊が実施した同時期の大気中
エアロゾル濃度と比較すると、同じように
浮氷域、定着氷域、外洋域の順に濃度が高
いことがと一致しており、海洋生物過程の
働きが重要であることが明らかとなった。 
 
ｄ．平成 19 年度までに得られた海水中二
酸化炭素分圧の時空間変動と生物生産過程
の変動について解析をすすめた。その結果、
リュツォ・ホルム湾沖ではアデリーランド
沖ほどの海洋による二酸化炭素吸収はなか
ったものの、リュツォ・ホルム湾沖合東側
は夏季、海洋成層化により生物活動が活発
になることによって二酸化炭素の吸収が行
われていることが明らかとなった。 
 
ｅ．DMSP 濃度と植物プランクトン分布に
ついて解析を行った。植物プランクトンの
分布解析の結果、南大洋では珪藻類よりも
ハプト藻類が優占種となることが多いこと
が明らかとなった。植物プランクトン優占
種群に分類すると、海水中クロロフィル a
濃度と DMSP 濃度に有意な正の相関が見
られた。優占種群別の回帰式を用いて推定
した DMSP 濃度と実測値にはよい相関が
あり、このモデルが海洋の DMSP 濃度予
測に有効であることが示された。 
 

５．得られた成果の世界・日本における位置
づけとインパクト 

 研究成果は 2004 年の韓国極地研究所主催
の第 11 回国際極地科学シンポジウムでの招
待講演として認められた。また、2006 年のオ
ーストラリア、ホバートで開催された第 29
回 SCAR（南極研究科学委員会）オープン・
サイエンス・コンファレンスにおける優秀研
究賞が研究分担者・笠松伸江に贈られたこと
からも、その学術的な価値が高く評価されて
いることが分かる。 
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